
東温市事務事業評価シート　令和元年度実施事業対象

№ ― 2

年度 ～

① ④

② ⑤

③

単位 平成 30 年度 令和 元 年度 令和 2 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

30 元 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

4 4 2 4

4 4 2 4

事業の目的 最終的
市有施設から排出されるごみを適切に処理することによ
り、環境衛生を保持し、施設管理に支障をきたさないよう
にします。

今年度

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 財政課 係　　名 管財係 電話番号

ソフト事業 事業運営方法 一部委託 実施計画

不燃物月例改修に関する事務 機密文書処理に関する事務

粗大ごみ回収に関する事務

リサイクル紙類収集に関する事務

成果指標

指標名

公的関与

089-964-4401 メールアドレス zaisei@city.toon.ehime.jp

（１）自主性・自立性の高い自治体運営の推進

事業区分

事業の対象 市庁舎及び市有施設の排出ごみ 根拠法令

総合計画 政策目標 第５章 みんなでつくる協働・自立のまち 政策項目 ５ 自立した自治体経営の推進

003 2001 事務事業名 市有施設排出ごみ処理に関する事務 細事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由 最終目標

不燃ごみ排出量 総排出量 ｋｇ
8,000 8,000 8,000 8,000

15,850 14,640

粗大ごみ排出量 総排出量 ｋｇ
4,000 4,000 4,000 4,000

13,170 4,510

リサイクル紙類排出量 総排出量 ｋｇ
45,000 45,000 45,000 45,000

55,050 53,320

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 財政

直接事業費

平成 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 6,064 5,069 5,252

0.087 533 0.087 543 0.087 543

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 管財係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

ごみの分別、リサイクルへの職員の意識は改善されていますが、十分ではありません。今後も、環境配慮及びごみ処理にかかるコスト意識を徹底
させていく必要があります。

効率性 ごみの排出量を減らすことで、処理費用の削減を図ります。また、リサイクル紙類については売却収入が見込めます。

改　革
計　画

職員に文書等で通知し、ごみの分別、再利用などリサイクルへの意識を向上させることで、環境への配慮を行う。また、ごみの排出量自体を減ら
すことにより処理にかかる費用を節約し、リサイクル紙類の売却により収入を確保する。

今後の方向性 現状維持達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

　ごみの分別や減量化については、行政が率先して取り組む必要があります。
　そのためには、環境部門と連携のうえ、職員に対してごみの分別やリサイクル意識向上のための意識啓発を継続的に行うことが必要
です。

二次評価者 財政課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 6,597 5,612 5,795

計(Ａ) 6,064

期間設定なし

Ａ 必要性 有効性

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

市有施設で排出されたごみを適切に処理することは、施設の環境衛生維持において必要不可欠なことであり、今後も継続していく必要がありま
す。

有効性 事業自体に変化はありませんが、施設環境衛生を保持するために継続的に行うべき事業です。

達成度
各施設の排出ごみは適切に処理されていますが、ごみの排出量を減らすことが出来ていない状況です。

必要性

5,069 5,252

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費



東温市事務事業評価シート　令和元年度実施事業対象

№ ― 1

年度 ～

① ④

② ⑤

③

単位 平成 30 年度 令和 元 年度 令和 2 年度

目標

実績

目標

実績

目標

実績

費

30 元 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

3 4 3 2

3 4 3 2

事業の目的 最終的
安全対策や修繕費等の経費削減のため、公用車の低
燃費且つ安全性の高い車に更新します。

今年度

活動内容

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

課　　名 財政課 係　　名 管財係 電話番号

内部管理事務・その他 事業運営方法 直営 実施計画

車両不整備による事故をなくし、安全走行を確保するため定
期点検を行う。

効率的な車両管理を行う。

車検・法定点検の徹底。 公用バスの効率的な管理を行う。

ドライブレコーダを整備し、安全運転に対する注意喚起を行
う。

成果指標

指標名

公的関与

089-964-4401 メールアドレス zaisei@city.toon.ehime.jp

（１）自主性・自立性の高い自治体運営の推進

事業区分

事業の対象 市職員が運転する共用公用車の集中管理 根拠法令

総合計画 政策目標 第５章 みんなでつくる協働・自立のまち 政策項目 ５ 自立した自治体経営の推進

003 2050 事務事業名 車両の管理に関する事務 細事務事業名

主要施策

該当 事業期間

計算式又は指標設定理由 最終目標

事故件数
職員が公用車で起こした事故件
数（過失割合「０」を除く。）

件
5 5 5 0

18 9

ドライブレコーダ設置率
共用公用車におけるドライブレ
コーダ設置の割合

％
50 60 70 100

54 57

修繕費用 総修繕費用／共用公用車数 円
45,000 45,000 45,000 30,000

89,845 80,129

Ｄ
Ｏ

予算費目 会計 一般会計 費目名 財政

直接事業費

平成 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

その他特定財源 0 0 0

一般財源 6,406 5,907 6,409

0.265 1,625 0.265 1,654 0.265 1,655

臨時職員工数・経費 0.100 199 0.100 199 0.100 198

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ
・
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価者 管財係
総　合
評価点

Ｂ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

安全対策として共用公用車にドライブレコーダを順次設置していくことと、公用バスの今後の利用方法についての検討が必要であると考えていま
す。

効率性 事務負担と軽減と経費節減及び点検等の確実な実行において、リースを検討することも不可欠です。

改　革
計　画

今後も継続するドライブレコーダーの設置を３６０度型に変更することを検討するとともに、公用バスについては老朽化への対応や経費削減のた
め、リース及びマイクロバスでの対応について検討を行います。

今後の方向性 現状維持達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

ドライブレコーダーの設置については、職員の安全運転意識、運転マナーの向上、及び事故発生時における責任の明確化等、大変
重要な役割を担うことから、管理する全ての公用車に設置を急いでください。
また、公用バス２台については、相当年数が経過しており、日頃から車両の状態を注意深く監視するとともに、今後の更新について検
討を進めてください。

二次評価者 財政課長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 8,229 7,760 8,262

計(Ａ) 6,406

期間設定なし

Ｂ 必要性 有効性

今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

市の公用車であり、職員が運転する車両の状態を維持することは必要不可欠なことです。

有効性 燃費向上による経費節減や安全対策に有効性が高い事業です。

達成度 安全対策として、ドライブレコーダの設置を進めています。

必要性

5,907 6,409

人件費(Ｂ)
正職員工数・経費


